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審査と貸出金利*

Credit Analysis and the Loan Rate

加納　正二**

Masaji Kanou

The purpose of this paper is to analyze theoretically and empirically the screening and

process of deciding on the loan rate to be provided to small- and medium- sized firms. We

examine the correlation between financial characteristics of these enterprises classified by in-

dustry and by prefecture, and the effective loan rate, by using regression analysis.

We also survey the future scenario of credit analysis of regional banks m order to vitalize

the regional economy.

キーワード:審査、貸出金利、実効金利、地域金融機関、中小企業
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企業金融公庫調査部には紙面を借りてお礼申し上げたい。

* *大阪大学大学院国際公共政策研究科　博士後期課程



78国際公共政策研究第2巻第1号

うためには実態に側した実効金利を用いるべ

はじめにきであろう。実効金利とは以下のように定義

される。

-般的に貸出金利には地域間格差があると

言芸急,票芸芸慧芸T吉富票呈孟ヵ票実効金利L・rL-D・rD

L-D

いられている。本稿の目的は都道府県別、業但しL:貸出金残高

種別のクロスセクショげ一夕を用いて貸出D:預金残高

金利格差の分析を行い、貸出金利決定の要因rL:貸出金利

及び銀行の審査機能につ・いて考察することにrD:預金金利

ある。これまでの先行研究例の多くは表面金
利を用いているが、現実には銀行は企業の預業種別の実効金利を求めた場合、預金残高

金残高などを考慮して貸出金利を決定していは業種特性に応じ差異があると考えられるo

る。それではこのような実効金柑)で分析しすなわち資金の流れから売上代金等が銀行口

た場合、果たして同様の結果が得られるであ座に振込等により入金になり、銀行に比較的

ろうか。貸出金利格差があるとすればその要歩留まりを形成しやすい業種とそうでない業

因は何か、これを銀行の貸出金利決定モデル種があるということである。

を構築し検証してみよう。したがって、厳密な意味での実効金利を算

本稿では貸出金利格差を単に地域間の格差出するためには預金残高Dを次のように考

とみるのではなく、銀行が中小企業のどういっえ、業種特性に応じた分析を行う必要があろ

た点を考慮して貸出金利を決定するのか、こう。

の点に着目する。さらに、これを踏まえて銀
行の審査機能を検討し、地域経済の活性化にD-Di十D2

重要な役割を持っ地域金融機関の貸出審査の但しDl:銀行との貸出金利交渉を

ぁり方、貸出金利の決定方法について考察す有利に行うために中小企

る。業が銀行に預入したと認

識している部分

1貸出金利格差に関する先行研究例とD2:財務上、自然体で歩留ま

問題点りになる部分

従来の研究では、分析する際の貸出金利としかしながら、統計上これらを識別した

して主に表面金利を用いているが、実際に銀Dl、D2のデータを入手するのは困難であり、

行と企業が貸出に関して交渉を行う場合、そ本稿では一括したDのみを用いて分析する。

の貸出金利は貸出残高、貸出表面金利、預金参考までに中小企業の貸借対照表上における

残高、預金金利を勘案して求められる実効金業種別の企業平均実数値として現金・当座預

利に基づくことが多い。貸出金利の分析を行金、その他の預金の数値を以下に示す。

1)実効金利の定義は次章で与えられるが、これは「実質金利」ともよばれる(例えば『平成9年版TKC経営指標』)。本稿
では一般に使われる実効金利に用語を統一する0
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(図1)地域別金利動向その1

(表1 )業種別中小企業平均実数値

(単位:千円)

業 種 現 金 . 当座 預 金 そ の他 の預 金 計

建 設 業 3 8 9 ,8 6 8 資 料 な し 3 8 9 ,8 6 8

- 製 造 業 9 2 ,1 3 8 1 7 1 ,6 6 9 2 6 3 ,8 0 7

卸 売 業 2 ,4 2 4 1 3 0 ,7 5 4 2 1 3 ,1 7 8

小 売 業 1 4 ,5 3 8 1 7 ,4 8 5 3 2 ,0 2 3

飲 食 業 4 ,3 0 4 6 ,6 7 1 1 0 ,9 7 5

不 動 産 1 0 5 ,1 5 3 3 1 ,5 0 8 1 3 6 ,6 6 1

出所:中小企業庁[1997]

本資料は『中小企業の経営指標』中小企
業庁[1997]から該当部分を抜粋したもの
である。調査対象の中小企業数は24,190
社、調査対象年度は平成7年度(平成7年
4月期～平成8年3月期決算)である。

金利格差の要因を、大別すると、市場の競

争状況、貸し手、借り手、この三つに要因を

分類できるであろう.市場の要因としては、

例えば市場集中度が挙げられる。市場集中度

と貸出金利との問の密接な関係を実証したも

のとしては蝋山・筒井[1987]や堀内[1988a,b]

等が挙げられる。

rfc

貸し手側に要因を求めるものとして、例え

ば金子[1994]は、銀行の費用構造をその要因

と考え、預金利回り、あるいは人件費と物件

費からなる経費率が高ければ、銀行はそれを

カバーするために相対的に高い貸出金利を要

求するとして、銀行の預金利回りと経費率を

説明変数とし貸出金利との回帰分析を行い、

経費率については有意な推計値を得ている。

しかし貸出金利は個々の企業と銀行との相

対交渉により決定されるものであり、貸し手

側の事情によってのみ当該銀行の貸出金利が

一律に決まるものではなく、また高コスト構

造を持っ銀行が常にコストをカバーするため

にどの企業に対しても高い貸出金利を要求す

るとは考えにくい。

要因を借り手側に求めたものとしては、例

えば堀内[1988a,b]が挙げられる。これは中

小企業金融公庫の全国の取引先約60、000社

から抽出した11,574社のアンケートを行い、

沖縄を除く46都道府県サンプルについて表

面金利を市場の集中度及び借り手の財務内容
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(図2)地域別金利動向その2

をもとに分析したものである。表面金利をr、

地元のトップ銀行のメインバンク取引先数の

シェアをC、企業特性として売上高S、総資

本経常利益率P、自己資本比率Kとして、次

のような回帰分析の結果を得ている。

r-6.67+0.5706C-0.1 153S-4.035P-0.16771K

(0.2556) (0.1031) (3.195) (0.08961)

R2adj -0.37

( )は標準誤差

これから競争阻害要因である集中度は金利

を高める効果をもち、企業特性である売上高、

総資本経常利益率、自己資本比率はいずれも

金利を低くする方向に作用していると結論付

けている。

しかし、この分析では表面金利が用いられ

ている上に、各都道府県の企業特性を集計的

に捉えたものであり、業種ごとの特性や金利

の相違、あるいは企業と銀行の取引状況が要

因として反映されていないため、本稿で問題

とする地方の中小企業の貸出市場の現実とは

帝離があると言わざるを得ない。

本稿では市場集中度及び借り手側の要因を

中心と.して分析し、前者については市場集中

度、後者については都道府県別に9業種に分

類した企業とその財務データを用い、業種ご

との実効金利による分析を行う。

2　貸出金利の地域間格差

まず、一般的に言われている貸出金利にお

ける地域間格差が実証的に確認できるのかど

うかみてみよう。

2・1地区別短期金利の推移

図1は中小企業金融公庫の『中小企業動向

調査』を用いて1978年から1992年の15年

間について、 4半期ごとにその新規貸出の短

期金利(表面金利)を地域別にプロットしたも

のである。これによると高金利の地域と低金

利の地域は15年間を通じて固定的であるこ
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(図3)市場集中度と事業所数の関係その1

とがわかる。図2は15年間の地区別の金利　　　短期の表面貸出金利に地域間格差が存在する

推移のうち東北地方、東海地方、及び全国平

(図4)市場集中度と事業所数の関係その2
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(3.03)()はt値を示す

R2adj0.506

ただしrL:年間平均貸出金利3)

SH:取引企業数のシェア上位

2行の合計シェア4)

それでは貸出市場規模と市場競争はどのよ

うな関係があるのであろうか。図3は、都道

府県別の上位2行のシェアを合計した数値を

縦軸に、県内事業所数の総数を横軸にプロッ

トしたものである。図4は都道府県から東京・

大阪・愛知を除外したものである。図3及び

(1978年-1992年)図4は市場の集中度と市場規模の間には負の

雷芸oF漂芸言霊急造(1990

ffgg年1月27相関があることを示しているOとくに東京・
大阪・愛知の大都市圏では事業所数が多く、

ているのか分析するために、貸出金利の地域市場の集中度が低い。したがって一般的に市

間格差と地域貸出市場の競争度、すなわち市場規模の大きい都市部ほど、市場集中度が低

場集中度との関係に着E]してみよう。市場集く、貸出金利も低いという傾向がある。

中度を表す指標として、都道府県ごとに取引

社数をベ-スにした銀行のシェアを求め、そ2-2実効金利による分析

の上位2行のシェアを合計した数値を一つの以上は表面金利による分析であったが、次

指標とする。2)すなわち一部の銀行が大きなに実効金利を用いて検討してみよう。

シェアを持っている地域ほど、独占的な金利データとしては「平成9年版TKC経営指

の決定がなされ、金利は上昇すると推測され標」を用いる。これは株式会社TKCの顧問

るからである。表2はこの15年間の金利を先企業で主に中小企業からなる50万杜から

地域毎に平均したものと上位2行のシェアを精選した約22万杜の税務申告用財務諸表に

一覧にしたものである。平均金利の最高は東基づいて作成された中小企業の経営指標であ

北地方の6.906%で、最低は東海地方の6.32り、年商500万円以上100億円未満を対象に

8%である。している。本稿の分析では黒字企業のみを対

15年の分析期間について、地域毎の年間象とし、赤字企業は対象外とした。

平均貸出金利を被説明変数、上位2行の合計最初に実効金利について、前述の表面金利

シェアを説明変数とした回帰分析の結果は次の分析で得られたような地域間格差が存在す

のようになる。るのかどうか検討してみよう。表3、図5は

業種別及び地域別に平成8年の実効金利を調

iL-5.657+0.0224SH査したものである。業種ごとに最高・最低の

-.-__一一一一-~~---II
2)ダイヤモシド社[1990]のデータを用いた。
3)特殊性を排除するために年間平均金利を使用した。
4)現状のシェアは長期間の競争の結果生じたと考えられるので,一一定時点(1989年)のシェア数字を用いて分析したo
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(表3)業種別・地域別実効金利比較表
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建 設 業 卸 売 業 製 造 業 小 売 業 飲食店業 サービス業 不動産 業 運 輸.通信 最 高
義 低 皇

.北 海 道 4 .9 3 .4 4 .3 4 .0 4 .4 4 .0 3 .7 1 .2 4 .9 3 .4 1 .5

東 北 4 .3 3 .2 4 .0 3 .6 3 .9 4 .1 3 .5 4∴4 4 .4 3 .2 1 .2

関 東 3 .9 3 .4 3 .7 3 .5 3 .5 3 .8 3 .4 3 .8 3 .9 3 .4 0 .6

北 陸 4 .1 3 .3 3 .7 3′.0 3 .5 3 .8 3 .0 4 .3 4 二3 i.O 1 .3

東 海 3 .8 2 .9 3 .3 3 .4 3 .5 3 .5 3 .0 3 .7 3 .8 2 .9 0 .9

近 畿 3 .5 3 .0 3 .5 3 .2 3 .2 3 .5 3 " 3 .8 3 .8 3 .0 0 .8

中 国 4 .4 o .5 3 .7 3 .7 3 .6 3 .8 3 .6 4 .0 4 .4 3 .5 1 .0

四 国 4 .4 3 .6 3 .6 3 .4 3 .5 3 .7 3 .1 4 .2 4 .4 3 .1 1 .4

!.
4 .7 3 .7 3 .8 3 .6 3 .7 3 .7 3 .5 4 .1 4 .7 3 .5 1 .2

最 高 4 .9 3 .7 4 .3 4 .0 4 .4 4 .1 b .i 4 .4

最 低 3 .5 2 .9 3 .3 3 .0 3 .2 3 .5 3 .0 3 .7

差 1 .4 0 .8 1 .0 1 .0 1 .2 0 .6 0 .7 0 .8

貸出金利を示した地域については卸売業、製

造業、サービス業、不動産業、運輸・通信業

の各業種で東海地方が最も実効金利が低く、

建設業、飲食店業、サービス業の分野では近

畿地方が最も実効金利が低い。逆に実効金利

が最も高い地区は、建設業、製造業、小売業、

飲食店業、不動産業においては北海道であり、

サービス業、運輸・通信業においては東北地

方である。

最も低い実効金利は東海地方にみられるが、

(図5)業種別・地域別実効金利
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これは表面金利で分析したものと同一の結果　　　る際に最も重要なものの一つは、経営者の資

であるが、最も高い実効金利は北海道となっ　　　質であるが、これを統計上の数値として計量

ているが、表面金利での最高は東北地方であ　　　化することは難しく、本節では財務諸表で記

り、結果に若干差はあるものの、実効金利に　　　載されている指標を用いる。その中で重要で

おいても地域間で明確な貸出金利格差が存在　　　あるのは収益性、安全性、成長性の三つの指

するのは間違いないと思われる。　　　　　　　　標であろう。ここではその代表的なものとし

ただし、地域によっては、様々な特徴がみ　　　て総資本利益率、自己資本比率、対前年売上

られることが分かる。例えば、同一地域内で　　　高比率を用いる。5)

業種間の金利差を比較すると、最も格差が大　　　預貸率は銀行からみた企業の取引状況を示

きいのは北海道の1.5%、最もその幅が小さ　　　すーっの指標であり、銀行と企業が貸出金利

いのは関東地方の0.6%である。このような　　　等の条件を交渉する際の一つの目安になるも

差異は、関東地方には大企業が多く、それだ　　　のである。これはいわば銀行と企業の取引で

けバーゲニング・パワーが他地域よりも相対　　　の親密度を示す指標といえよう。

的に高く、銀行との貸出金利交渉も厳しく行　　　　これらをまとめると次のようになろう。

われているためと思われる。業種毎に見た場

合、地域間の金利格差が最も大きいのは建設

業の1.4%、最小はサービス業の0.6%である。

この格差は銀行が審査する際の業界間のリス

クの格差から生じていると考えられる。

次に、 TKC経営指標によるクロスセクショ

ン・データを用いて、貸出金利に格差が生じ

る要因を分析してみよう。　　　　　　　　　　　　これらの関係を業種ごとにクロス・セクシ

ョン・データを用いて回帰分析をした結果は

3　実効貸出金利決定のモデル　　　　　　　表4に示されている。

表4からわかるように業種ごとの分析では、

地域間の金利格差を説明するために銀行の　　　従来の研究では影響力があるとされていた市

実効貸出金利決定のモデルを考えてみよう。　　場の集中度に関して有意でない業種が見られ

金利格差の要因として市場、貸し手、借り手　　　る。また財務指標に関しても業種によっては

の三つに分類することができるO　　　　　　　　有意ではなく、さらに符号が逆のケースもみ

前節では市場の要因として市場集中度を用　　　られ、必ずしも財務内容は、実効金利に反映

いたが、ここでも同一の指標を用いる。これ　　　されていると言えないであろう。比較的有意

は銀行間の競争の度合いを示す指標である。　　な結果が見られるのは、安全性を示す自己資

借り手の要因としては企業内容を示す経営　　　本比率だけである。

指標を用いる。中小企業の経営状況を判断す　　　これは銀行と中小企業が貸出の交渉を行う

5)銀行の実務家による財務分析の手法を参考にしたo　ここでは大野[1987]にもとづくO

6 )支払利息割引料対売上高比率は,売上高が負担する借入金利息や受取手形割引料等の金融費用の割合を示すものである。
財務の分析上は収益性分析の項目に含まれることが多いが,企業の資本構成が健全なものかどうかを端的に示す指標であ

る。
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定数項 市場集中度 総資本経常利益率 自己資本比率 対前年売上高比率 預貸率 R 'ad i

建設業 1.9143 0.0090 0.1570 0.0457 一0.0074 0.0162 0.5094

t 値 0.9356 1.0807 1.1775 1.3590 一0.4130 1.4175

製造業 2.4279 0.0123 - 0.0034 - 0.0476 0.0091 0.0331 0.4022

t 値 1.4151 * * 3.1164 ー0.0542 * * - 4.0112 0.5678 * * 3.7346

卸売業 】1.0161 0.0035 - 0.2341 - 0.0252 0.0425 0.0271 0.2160

t 値 - 0.5140 0.53 14 ー1 7̀038 - 0.9600 2.5936 2.6780

小売業 5.9625 - 0.0032 0 0̀171 - 0.0764 - 0.0205 0.0422 0.1035

^ ^ ^ 蝣̂
1.2966 - 0.4199 0.1374 * - 2.1512 - 0.4877 * * 2.7954

飲食店業 5.9031 0.0108 0.032 - 0.0180 - 0.0318 0.0305 0.1505

t 値 2.6802 1.3983 0.4868 一1.0545 - 1.5783 2.5241

サービス業 4.4822 0.0138 - 0.0176 0.0151 - 0.0210 0.0163 0.1410

t 値 1.9735 2.0737 - 0.1969 0.7564 】0.9980 1.3897

不動産業 1.0226 0.0217 0.2734 ー0.0578 0.0097 0.0328 0.1087

七 億 0.8822 2.2489 1.8315 * 一2.4745 1.2976 1.4797

運輸.通信業 0.5421 0.0224 一0.0649 0.012 0.0231 0.0029 0.0988

t 値 0.2289 2.64 17 】0.7008 0.5320 1.0947 0.2500

* : 5%で有意
** : 1%で有意

(表5)実効貸出金利の業種別回帰分析結果その2

定 数項 市 場 集 中 度 支 払 利 息 割 引 料 対 売 上 高 比 率 自 己 資 本 比 率 預 貸 率 R 'a d i

建 設 業 - 2.5 689 0.0 15 1 2 .5 44 6 0 .0 4 91 0 .04 60 0 .69 75

t 値 ー 3 .2 102 2.5 60 7 5 .177 6 2 .0 38 0 * * 5 .83 24

製 造 業 2.2 27 1 0.0 1 14 0 .6 86 9 ー 0 .0 4 28 0 .03 50 0 .55 74

t 値 5.3 054 * * 3.4 450 3 .7 2 18 * * - 4 .4 68 2 * * 4 .92 57

卸 売 業 2.58 42 ー 0.0 03 5 1 .4 28 0 - 0 .0 74 6 0 .03 50 0 .22 65

t 値 3 .4 635 - 0.5 16 5 2 .6 05 8 * * - 3 .250 0 * * 3 .27 67

小 売 業 0 .9 799 - 0 .0 026 1.8 93 4 - 0 .0 43 5 0 .05 64 0 .33 15

t 値 1.0 377 - 0 .4 17 2 3.6 49 3 ー 1 .9 1 56 * * 4 .52 99

飲 食 店 業 1.48 9 1 0 .0 125 0.5 43 4 - 0 .0 08 4 0 .03 65 0 .3 14 1

t 値 2 .8 760 1.8 417 3.4 47 3 - 0 .5 59 8 * * 3 .36 70

サ ー ビス業 0 .8 375 0 .0 128 0.6 53 3 0 .0 14 1 0 .03 08 0 .2 135

t 値 1.0 139 2.0 10 1 1.98 4 7 0 .9 56 4 2 .4 2 74

不 動 産 業 2 .06 46 0 .0 17 1 0.08 2 2 一 0 .0 35 2 0 .04 3 1 0 .06 3 1

t 値 2 .78 34 1.7 554 1.165 4 一 1 .6 3 18 1 .8 6 77

運 輸 .通 信 業 1.93 92 0 .0 195 0.4 04 0 0 .0 16 3 0 .0 08 7 0 .2 113

t 値 3 .28 04 2 .5 565 2.54 54 0 .7 9 15 0 .8 2 33

5 %で有意
**: l:で有意
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際、様々な要因が含まれてくるためと思われ　　貸出金利決定、このような三つの実務上の作

る。限定されたエリアの中で貸出行動、借入　　　業段階に分解することができる。

行動が行われるためであろう。　　　　　　　　　　すなわち、銀行は最初、中小企業に対する

収益性を売上高経常利益率に替え、回帰分　　　貸出をどの程度積極的に行うかの取引方針を

折を行ってもほとんどど有意な結果を見出せ　　決定する。録行の方針を大別すれば次の三通

ない。しかし収益性の指標として支払利息割　　りになるOすなわち、積極方針あるいはシェ

引料対売上高比率6)をとるといくつかの業種　　　ア拡大方針、現状維持方針、消極方針あるい

では有意な関係が見られる。　　　　　　　　　　はシェア縮小方針である。この際に、銀行が

以上、業種別の実効金利を市場集中度、支　　　注目するのは企業内容と銀行との取引状況で

払利息割引料対売上高比率、自己資本比率及　・あろう。

び預貸率の4つから実証した結果を要約した　　　　企業内容には、企業そのものの安全性、収

のが表5である。これから銀行は、自己資本　　益性、成長性等を示す財務指標が含まれるが、

比率が高く、金利負担の低いいわゆる安全性　　その他には企業経営者の資質も重要であるq

の高い企業ほど低い金利で貸出を行うという　　　また、商品開発力等の優位性の判断も必要で

ことがわかる。銀行が企業のリスクを評価し　　　ある。取引状況には企業の預金残高、役員・

て貸出金利を決定していることを示す。また、　　従業員の預金残高、給料振り込み等の付随取

貸出金利決定にあたっては、企業の預金残高　　　引の内容が含まれる。

を考慮しながら行うということがわかる。　　　　次の段階として、個別の貸出案件が検討さ

それでは、銀行がこのような金利決定方式　　　れる。これはプロジェクト・事業の検討を行

に従っているとすると、どのような問題が生　　　い、その企業に貸出の返済能力があるか否か

じるのか次章で考察してみよう。　　　　　　　　の分析を行う。これが狭義の審査と言われる

ものであるが、その内容は貸出の諾否を決め

4　審査と貸出金利の決定　　　　　　　　　ることにある。これはまた、地域金融機関が

中小企業に対して貸出すか否かの二者択一の

従来の銀行の貸出行動の分析では、審査と　　　判断を決定する段階である。異体的なボイン

貸出金利決定が混同されていたように思える。　　トとしては、企業内容に基づき企業に返済能

ここではその相違を明確にしてみよう。　　　　　力があるか否かを検討することである。プロ

一般的に中小企業は、大企業に比して貸出　　　ジェクトに実現性があり、借入額が妥当で串

金利に対する感応度が低く、金利よりもむし　　　り、企業に返済能力があれば、銀行は前述の

ろ資金調達のアベイラビリティを重要視する　　　方針に基づき貸出額を決定する。すなわち、

と思われる。資金枠が確保された後に、貸出　　　拡大方針であれば貸増に対応するであろうし、

金利の高低が問題になってくるのである。他　　現状維持方針であれば＼今までの実績の範囲

方、地域金融機関も顧客を失わないためにも　　　内の貸出にとどめるか、貸出シェア応分の貸

まず、貸出の諾否を決定することが先決と考　　出増額を行うことになる。消極方針であれば

える。広義の審査とは貸出に関する条件等を　　　貸出を拒絶することもありうるのである。

すべて決定することを意味するが、審査とは　　　最後の段階として、貸出金利が決定される。

①企業に対する銀行の取引方針の決定、 ②貸　　企業に対する貸出の方針はすでに決定されて

出の諾否を決定するいわゆる狭義の審査、 ③　　いるので、金利決定にあたっては、企業の安
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全性やこれまでの銀行との取引状況が重視さ　　を活性化する役割を担う地域金融機関は、今

れる。また、当該企業と取引のある他の銀行　　後リスクの計量化とそのスコアリング化、コ

が当該プロジェクトに関して呈示する貸出金　　スト化を行い、中小企業に対し論理性のある

利も大きな影響力を持つ。したがって拡大方　　貸出金利を適用していくことが重要である。

針か、現状維持方針かによって、貸出金利に　　　一定地域の中で、地域金融機関と中小企業

金利格差が発生することになる。　　　　　　　間で相対取引の形で貸出行動が行われている

が、その一方で、マーケット拡大のために都

5　地域金融機関の審査と貸出金利決定　　銀が中小企業の貸出市場に参入してきている。

における課題　　　　　　　　　　　その結果、いわゆる都市銀行を中心とした競

争的な「全国市場」と、そうではない「顧客

貸出金利の決定に当たって中小企業の財務　　市場」が混在しているのが地方の現状と恩わ

内容に関するデ-夕は、その入手可能性、あ　　　れる。しかし今後、金融のエレクトロニスク

るいは信愚性が低いという理由から、必ずし　　化が一層進展し、どの金融機関も簡単に他地

も中小企業の収益性や成長性を正しく反映し　　域の企業にアクセスが可能となると、銀行の

ているとは限らない。したがって、これに立　　貸出行動は地域に無関係に行われると予測さ

脚するよりもむしろ、借入過多や金利負担の　　　れる。そこでは市場集中度が問題になるので

過重を判断する自己資本比率や支払利息割引　　　はなく、借り手の企業の成長性等の評価が金

料対売上高比率に審査の重点が置かれている　　　利を決定する重要なポイントとなり、たとえ

ように思われる。また預貸率はあくまでも銀　　地方に立地していても優良企業であればどの

行と企業の取引度合いを示すものである。　　　地域の銀行からも低金利で借入が可能となる。

このような審査の姿勢は、地域経済の活性　　　この意味で、益々個々の中小企業の経営能力

化に大きな役割を持つ地域金融機関としては　　　が問われることになる。これは、銀行につい

問題があろう。もちろん、これらの指標も垂　　　ても同様に言えることである。このように借

要であるが、様々な潜在的能力や成長性を秘　　　り手側と貸し手側の双方が全国規模の市場の

めた地域の優良企業は、これでは発掘されな　　　中で厳しい競争をむかえ、それぞれ真価が問

いことになる。安全第一という銀行の姿勢が　　　われる厳しい時代が到来すると言えるであろ

伺えるが、地域金融機関はより一層企業の収　　　っ0

益性や成長性にも注目すべきである。
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